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表紙

事業報告の「２.(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」、連結計
算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」および計算書類の「株主資本等変動計算
書」「個別注記表」につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.isid.co.jp/ir/stocks/soukai.html）に掲載することにより株主の
皆様に提供しております。

法令および定款に基づく
インターネット開示事項

・事業報告
2.(5) 業務の適正を確保するための体制

および当該体制の運用状況の概要
・連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
・計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

株式会社電通国際情報サービス
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

事業報告
２.(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
１．業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条に規定される「取締役の
職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当
該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法
務省令で定める体制」として、以下をその基本方針として定めております。
①内部統制システムの運営・改善に向けた取り組み体制
　当社および子会社（以下、当社グループという）の内部統制システムの運営・改善は、コーポ
レート本部担当役員を委員長とする「統合リスク管理委員会」において行う。
　また、「統合リスク管理委員会」の事務局機能を「総務部」に設置することにより、今後も内
部統制システムの有効性確保に対する取り組みをより一層推進する。
②取締役および従業員のコンプライアンス体制
　当社は、当社グループの取締役および従業員の業務の執行が、法令および定款に適合し、業務
が適正に行われることを確保するために遵守すべき共通行動規範として、「電通グループ行動憲
章」および当社グループの行動基準である「私たちの行動宣言」を位置づける。
　当社取締役は、取締役会規則、経営会議規程、役員規則に則り、適切に業務を執行する。ま
た、当社グループにおける法令・定款違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見
した場合には、遅滞なく取締役会または「経営会議」において報告するとともに、速やかに監査
役に報告することとする。
　当社は、当社グループの従業員のコンプライアンス体制を確保するため、対応する主管部門・
委員会が社内規程を整備するとともに、代表取締役直轄の「監査室」が内部監査を行う。また、
「統合リスク管理委員会」のもとに、当社グループの行動基準等を所管する「倫理コンプライア
ンス分科会」を設置する。
　当社グループは、電通グループの内部通報制度に参加するとともに、併せて当社グループの内
部通報制度を維持・向上させて、適切に運用する。当社グループの従業員から、それらに報告相
談があった場合には、必要に応じて速やかに常勤監査役に報告される。
　なお、監査役から当社グループのコンプライアンス体制についての意見および改善の要求がな
された場合は、取締役が遅滞なく対応し、改善を図ることとする。
　当社グループは、反社会的勢力および団体とは一切の関係をもたない。不当な要求がなされた
場合には、警察等の関連機関とも連携し、要求に屈することなく毅然とした態度で対応する。
③取締役の業務執行の効率化を図る体制
　当社は、取締役会を原則として月1回開催し、また「経営会議」を原則として週1回開催し、
経営上の重要事項の決定および業務執行状況の監督を行う。
　また、「経営会議」の委任により、原則として取締役を責任者とする各種委員会等を設置し、
委任された権限の範囲内において、業務執行事項の審議・決定等を行う。
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　取締役会、「経営会議」あるいは各種委員会等での決定事項は、各担当取締役から各部門長に
直ちに指示され、職制を通じて、また必要に応じて社内電子掲示板システム等を活用して、迅速
に伝達される。
④取締役の業務執行に関する情報の保存・管理体制
　当社は、取締役の業務執行に係る情報について、法令および取締役会規則、文書管理規程、情
報管理規程、その他の社内規程に則り、適切に保存および管理を行う。
⑤リスク管理体制
　当社は、リスク管理規程を定め、事業活動に伴う重要リスクへの対応計画を整備することによ
り、リスクの発生予防と発生した場合の影響を最小化することに努める。また、子会社のリスク
管理体制の運営･改善を積極的に支援する。
　リスク管理活動の具体的な取り組みは、「統合リスク管理委員会」および各リスクの所管部署
が主体となって推進する。
　「統合リスク管理委員会」は、当社の重要リスクの識別と評価を定期的に見直すことにより、
リスク管理活動の実効性を確保するとともに、各リスク所管部署のリスク対応計画の実施状況を
統括する。また、子会社の重要リスクの報告を受け、リスク対応計画の実施状況を統括する。
　リスク所管部署は、「統合リスク管理委員会」の指揮のもと、当該リスクに対する対応計画を
整備し、実行する。
⑥監査役の職務を補助する組織とその独立性並びに指示の実効性について
　当社は監査役の職務を補助すべき従業員の組織体制として総務部内に「監査役会事務局」を設
置するとともに専任担当者を配置する。監査役は専任担当者に対する指揮命令権とともに、その
人事異動、人事評価、懲戒処分等について同意権を有することで、取締役からの「監査役会事務
局」の独立性を確保する。
⑦監査役への報告体制と監査の実効性の確保について
　当社グループの取締役および従業員は、当社の信用や業績等に大きな影響を与える恐れのある
事象や、法令・定款・社内規程等に違反する事実または不正な行為等を発見したとき、もしくは
報告を受けたときは、法令および社内規程に則り速やかに監査役に報告する。また、監査役への
報告者は、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利な取扱いも受けない。
　監査役は、取締役の意思決定の過程および職務の執行状況を把握するため、取締役会に出席す
るほか、自らが必要と判断する重要な会議および委員会に積極的に出席する。また、代表取締役
社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行うほか、当社グループ各
社の監査役等とも定期的に会合を持ち、随時連携して当社グループの監査を実施する。
　監査役は、必要に応じて取締役および従業員に対し報告を求め、関係資料を閲覧できる。ま
た、監査を行う上で必要な場合、会計監査人・弁護士等の専門家を活用することができ、その費
用も含め監査役の職務執行上必要な費用は会社が負担する。
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⑧親会社・子会社を含めた企業集団の内部統制システム
　当社は、株式会社電通グループの企業集団に属する子会社として、「電通グループ行動憲章」
を遵守し、電通グループの企業価値向上に貢献する。
　一方、当社は、上場会社として、親会社である株式会社電通グループからの独立性を確保す
る。
　当社は、子会社の管理については、国内子会社管理規程、海外子会社、海外関連会社管理規程
において基本的なルールを定め、その適切な運用を図る。また「統合リスク管理委員会」および
社内の対応する主管部門・委員会等の活動を通じて、各子会社における内部統制システムの運
営・改善を積極的に支援し、また子会社と協力して推進する。
　また、子会社は、各社の規模、事業特性に応じ適切な頻度で取締役会や経営幹部による会議を
開催し、経営上の重要事項の決定および業務執行状況の監督を行う。取締役会等での決定事項
は、各担当取締役から職制を通じて、また必要に応じて社内電子掲示板システム等を活用して、
迅速に伝達される。
⑨財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、「統合リスク管理委員会」の指揮のもと、当社グループ各社の規模、事業特性に応じ
財務報告の適正性を確保するための仕組みを維持する。財務報告に係る内部統制が適切に維持・
運用されているかについて、「監査室」が独立的評価を定期的に行う。また、当社は、外部監査
人による監査を受ける。

（注）上記の「業務の適正を確保するための体制」は当事業年度末日現在で記載しております
が、2022年２月１日開催の取締役会決議により、一部改定を行っております。改定後の
内容につきましては、当社ウェブサイト（https://www.isid.co.jp/sustainability/
governance/corporate.html）にてご確認ください。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、内部統制システムの整備・改善とその適切な運用に努めております。当事業年度
（2021年１月１日～同年12月31日）における運用状況の概要は以下のとおりです。
①取締役の業務執行
　取締役会を13回および「経営会議」を50回開催し、法令や定款等に定められた事項や経営上
の重要事項の決定を行うとともに、法令や定款等への適合性と業務の適正性の観点から業務執行
状況の監督を行いました。また、「経営会議」の委任により、各種委員会等を設置し、業務執行
事項の審議・決定を行いました。
②監査役の職務執行
　社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施するととも
に、取締役会等の重要な会議および各種委員会等に出席し、取締役の意思決定の過程および業務
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執行の把握に努めております。監査役会は12回開催しました。また、代表取締役社長との会合
を12回実施し、監査上の重要課題等につき意見交換を行いました。加えて、当社グループ各社
の監査役等とも会合を持ち、連携して当社グループの監査を実施しております。

③コンプライアンス体制
　「統合リスク管理委員会」のもとに、当社グループの行動基準等を所管する「倫理コンプライ
アンス分科会」を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス体制の強化に努めております。
さらに、当社グループは、電通グループの内部通報制度である「コンプライアンスライン」に参
加するとともに、併せて当社グループの内部通報制度である「倫理ヘルプライン」も運用してお
ります。これらに相談報告があった場合には、速やかに常勤監査役に報告しております。
　また、反社会的勢力との関係を一切もたないよう、取引先についても与信管理において厳正な
チェックを行い、取引契約書等には反社会的勢力排除条項を規定しております。
④リスク管理体制
　「統合リスク管理委員会」において当社の重要リスクの識別と評価を実施し、リスク所管部署
にリスク対応計画の作成と実行をさせることにより、リスク管理活動の実効性を確保しておりま
す。また、社長直轄の「不採算案件撲滅委員会」を設置し、不採算案件の早期収束と発生の防止
に取り組んでおります。さらに、子会社の重要リスクについても「統合リスク管理委員会」がリ
スクの状況や対応計画の実施状況を統括する等、子会社のリスク管理体制の運営・改善を積極的
に支援しております。
⑤財務報告の適正性を確保するための体制
　「統合リスク管理委員会」の指揮のもと、当社グループ各社の規模および事業特性に応じ、財
務報告の適正性を確保するための内部統制を維持・運用しております。また、財務報告に係る内
部統制が適切に維持・運用されているかについて、「監査室」が内部監査計画に基づき、独立的
評価を定期的に行い、その結果は外部監査人による監査も受けております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 2021年１月１日　至 2021年12月31日）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2021年１月１日　期首残高 8,180 15,285 35,832 △30 59,268

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,290 △3,290

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 8,944 8,944

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

連 結 範 囲 の 変 動 4 4

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 5,657 △0 5,656

2021年12月31日　期末残高 8,180 15,285 41,489 △31 64,925

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2021年１月１日　期首残高 194 102 297 22 59,587

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,290

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 8,944

自 己 株 式 の 取 得 △0

連 結 範 囲 の 変 動 4

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △39 268 229 △2 227

連結会計年度中の変動額合計 △39 268 229 △2 5,884

2021年12月31日　期末残高 155 371 527 19 65,471

連結株主資本等変動計算書
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連　結　注　記　表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
(1)　連結子会社の数 16社

 　当社の非連結子会社であったPT. Ebiz Cipta Solusiは、当連結会計年度より、当社の連結子会社であ
るPT. ISID Indonesiaを存続会社とする吸収合併により消滅しております。

(2)　連結子会社の名称
 　連結子会社の名称については「事業報告」の「１．企業集団の現況 (6) 重要な親会社および子会社の
状況 ④ 重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用会社の状況

①　持分法適用会社の数 ８社
②　持分法適用会社の名称

　持分法適用会社の名称については「事業報告」の「１．企業集団の現況 (6) 重要な親会社および子会
社の状況 ⑤ 重要な関連会社の状況」に記載のとおりであります。

(2) 持分法非適用会社の状況
該当する事項はありません。

(3) 持分法適用会社の事業年度に関する事項
持分法適用会社であるクウジット株式会社、株式会社FINOLAB、株式会社ACSiONの決算日は３月31

日、株式会社FAプロダクツの決算日は７月31日であり、連結決算日と異なりますが、連結計算書類の作
成に際しては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社はありません。
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４．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定)
時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品及び製品

商品 移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

製品 個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品 個別法による原価法
原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、当社及び国内連結子会社が1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～38年
工具、器具及び備品 ５～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
市場販売目的ソフトウエア 見込販売収益（数量）又は見込有効期間（３年以内）に基づく定額法
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

③　リース資産
　リース期間を耐用年数、残存価額を零とする定額法

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　受注損失引当金
　顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に損失の発生が見
込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌
連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

－ 7 －
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社については以下の方法によっております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、予測単位積増方式等によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に費用処理しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
工事進行基準（契約の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の契約
工事完成基準

(6) 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

5．表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年
度から適用し、連結注記表に「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　6.重要な
会計上の見積り」を記載しております。

－ 8 －
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会計上の見積りに関する注記
1． 工事進行基準の適用による収益の認識
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　10,613百万円
(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、受注制作のソフトウエアに係る収益に関し、連結会計年度末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる契約については、工事進行基準を適用して計上しております。工事進行基
準における進捗率は原価比例法を採用し、当該工事進捗率に応じて収益を計上しております。期末日現
在の進捗率は、プロジェクト原価の見積総原価に対する期末日までの実際発生原価の割合に基づき算出
しております。

　総原価の見積りはプロジェクトの進行に応じて適時、適切に見直しを行いますが、契約ごとに個別性が
高く、顧客からの要請の高度化・複雑化や開発段階でのシステム要件の変更、納期の変更等により、総原
価の見積りが変動することがあり、その結果、プロジェクトの進捗度が変動する可能性があります。ま
た、これらの見積りには不確実性が含まれているため、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響
を与える可能性があります。

2． 受注損失引当金
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　364百万円
(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に
見積総原価が受注金額を上回ることにより損失の発生が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もる
ことが可能なものについては、将来の損失に備えるため、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額
を受注損失引当金として計上しております。
　総原価の見積りは、契約ごとに個別性が高く、顧客からの要請の高度化・複雑化や開発段階でのシステ
ム要件の変更、納期の変更等により、当初見積り時には予見不能な作業工数の増加により総原価の見積り
が変動することがあります。また、これらの見積りには不確実性が含まれているため、翌連結会計年度以
降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

－ 9 －
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有形固定資産の減価償却累計額 7,298百万円

会計方針の変更に関する注記
（未適用の会計基準等）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）
「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日　企業会計
基準委員会）
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業
会計基準委員会）

(1)　概要
　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括
的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15
号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度
から、Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基
準委員会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたもので
す。
　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号
と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り
入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配
慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされてお
ります。

(2)　適用予定日
　2022年12月期の期首から適用します。

(3)　当該会計基準等の適用による影響
　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中
であります。

連結貸借対照表に関する注記

－ 10 －
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
期 末 の 株 式 数

普 通 株 式 65,182千株 －千株 －千株 65,182千株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
期 末 の 株 式 数

普 通 株 式 17千株 0千株 －千株 17千株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日
2021年３月24日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 1,596 49.00 2020年12月31日 2021年３月25日

2021年７月29日
取 締 役 会 普 通 株 式 1,694 26.00 2021年６月30日 2021年９月１日

計 3,290

配当金の総額 1,954百万円
１株当たり配当額 30.00円
基準日 2021年12月31日
効力発生日 2022年３月24日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

２．自己株式の数に関する事項

３．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（注）当社は、2021年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、
2020年12月31日を基準日とする1株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の
額を記載しております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2022年３月23日開催の第47回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお
り提案しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、「与信管理規程」に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っておりま
す。
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連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 3,882 3,882 －

(2) 受取手形及び売掛金 23,219 23,219 －

(3) 預け金 46,272 46,272 －

(4) 投資有価証券 406 406 －

(5) 長期貸付金 325

貸倒引当金（＊） △325

0 0 －

資　産　計 73,780 73,780 －

(1) 支払手形及び買掛金 9,606 9,606 －

(2) リース債務（流動負債） 894 912 18

(3) 未払法人税等 3,506 3,506 －

(4) リース債務（固定負債） 1,062 1,061 △1

負　債　計 15,070 15,087 17

２．金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
（単位：百万円）

(＊) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 長期貸付金
時価は、元利金の合計額から貸倒見積高を控除した将来キャッシュ・フローを同様の新規貸付を行

った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 12 －
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負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(2) リース債務（流動負債）、(4) リース債務（固定負債）
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

２．関連会社株式（連結貸借対照表計上額1,503百万円）、非上場株式（連結貸借対照表計上額219百
万円）及びその他（連結貸借対照表計上額909百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(4) 投資有価証券」には含めておりません。また、敷金及び保証金（連結貸借対照表計上額
3,835百万円）については、償還時期が確定しておらず将来キャッシュ・フローを見積ることがで
きないため、上表に含めておりません。
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期首残高 1,010百万円
賃貸借契約締結に伴う増加額 10百万円
時の経過による調整額 3百万円
見積りの変更による増加額 4百万円
資産除去債務の履行による増減 △6百万円
為替換算差額 2百万円
期末残高 1,024百万円

　１株当たり純資産額 1,004円41銭
　１株当たり当期純利益 137円26銭

資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
１．当該資産除去債務の概要

本社ビルをはじめとしたオフィスの賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２．当該資産除去債務の金額の算定方法

主な使用見込期間を賃貸借契約開始から15年と見積り、割引率は1.897%を使用して資産除去債務の金額
を計算しております。

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

１株当たり情報に関する注記

（注）記載金額は、百万円単位未満を切り捨てて表示しております。
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（自 2021年１月１日　至 2021年12月31日）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 資本剰余金

合 計 利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰 越
利益剰余金

2 0 2 1 年 １ 月 １ 日
期 首 残 高 8,180 15,285 15,285 160 6,200 22,649 29,009 △30 52,445

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,290 △3,290 △3,290

当 期 純 利 益 8,565 8,565 8,565

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 5,274 5,274 △0 5,273

2 0 2 1 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 8,180 15,285 15,285 160 6,200 27,923 34,284 △31 57,719

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 2 1 年 １ 月 １ 日
期 首 残 高 194 194 52,640

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,290

当 期 純 利 益 8,565

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) △39 △39 △39

事業年度中の変動額合計 △39 △39 5,234

2 0 2 1 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 155 155 57,874

株主資本等変動計算書
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品
商品 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
製品 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
仕掛品 個別法による原価法
原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～18年
工具、器具及び備品 ５～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
市場販売目的ソフトウエア 見込販売収益（数量）又は見込有効期間（３年以内）に基づく定額法
自社利用ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

③　リース資産
リース期間を耐用年数、残存価額を零とする定額法

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　受注損失引当金
顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌事業年度以降に損失の発生が見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌事業年
度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準
①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

工事進行基準（契約の進捗率の見積りは原価比例法）
②　その他の契約

工事完成基準
(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

(6) 表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年
度から適用し、連結注記表に「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　6.重要な
会計上の見積り」を記載しております。

２．会計上の見積りに関する注記
(1) 工事進行基準の適用による収益の認識

①　当事業年度の計算書類に計上した金額　10,319百万円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結計算書類の連結注記表「会計上の見積りに関する注記 １.工事進行基準の適用における収益認識 (2)識
別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省
略しております。

(2) 受注損失引当金
①　当事業年度の計算書類に計上した金額　365百万円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結計算書類の連結注記表「会計上の見積りに関する注記 2.受注損失引当金 (2)識別した項目に係る重要
な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,350百万円

①　短期金銭債権 46,508百万円
②　短期金銭債務 7,429百万円
③　長期金銭債務 220百万円

　　ISID South East Asia (Thailand) Co., Ltd. 274百万円
(80百万バーツ)

3．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(3) 偶発債務
　保証債務
　　次の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。
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　売上高 536百万円
　仕入高 16,218百万円
　営業取引以外の取引高 2,207百万円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当 事 業 年 度

期 末 の 株 式 数
普 通 株 式 17千株 0千株 －千株 17千株

（繰延税金資産）
未払事業税 189百万円
未払費用 1,310百万円
投資有価証券 569百万円
会員権 39百万円
減価償却費 333百万円
関係会社株式 1,067百万円
資産除去債務 263百万円
受注損失引当金 111百万円
貸倒引当金 152百万円
その他 162百万円
繰延税金資産小計 4,201百万円
評価性引当額 △2,094百万円
繰延税金資産合計 2,106百万円

（繰延税金負債）
建物 △44百万円
その他有価証券評価差額金 △68百万円
繰延税金負債合計 △112百万円
繰延税金資産の純額 1,993百万円

4．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

5．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

6．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

(百万円)
事 業 の
内 容

議 決 権 等 の
被 所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

株 式 会 社
電 通 グ ル ー プ

東 京 都
港 区 74,609 純 粋

持 株 会 社
直 接
間 接

61.8
0.0 － 直 接 の

親 会 社

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

資 金 の 預 託 （ 注 ）

資 金 の 預 託 56,740
預 け 金 46,272

資 金 の 回 収 46,842

利 息 の 受 取 6 そ の 他 0

7．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

親会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の預託に係る利率については、市場金利を参考に、一般的取引条件と同様に決定しております。
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会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

(百万円) 事業の内容 議 決 権 等 の
所有割合(％)

関 係 内 容
役 員 の
兼 任 等

事 業 上 の
関 係

株 式 会 社
I S I D － A O 東 京 都

港 区 300
アウトソーシ
ング・保守運
用 サ ー ビ ス

直 接 100.0 兼任 1人
当 社 顧 客 へ の
システム保守運用
サ ー ビ ス 等 委 託

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

資 金 の 寄 託 （ 注 ）

資 金 の 寄 託 4,480
預 り 金 2,013

資 金 の 返 済 5,906

利 息 の 支 払 0 未 払 費 用 0

受 取 配 当 金 1,550 － －

(2) 子会社及び関連会社等
子会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の寄託に係る利率については、市場金利を参考に、一般的取引条件と同様に決定しております。
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会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

(百万円) 事業の内容
議 決 権 等 の
被 所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

株 式 会 社 電 通 東 京 都
港 区 10,000 広 告 業 直 接

間 接
－
－ 兼任 １人 当 社 の

販 売 先

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

システム開発等の提供 （ 注 ） 16,134
売 掛 金 5,141

前 受 金 2,774

(3) 兄弟会社等
兄弟会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　システム開発等の提供については、市場価格・総原価等を勘案のうえ交渉し、大口顧客としての一般的
取引条件と同様に決定しております。
　取引金額には消費税等を含んでおりません。また、期末残高には消費税等を含んでおります。
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期首残高 859百万円
時の経過による調整額 2百万円
期末残高 862百万円

１株当たり純資産額 888円14銭
１株当たり当期純利益 131円44銭

８．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

　本社ビルをはじめとしたオフィスの賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　主な使用見込期間を賃貸借契約開始から15年と見積り、割引率は1.897%を使用して資産除去債務の金
額を計算しております。

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

9．１株当たり情報に関する注記

（注）記載金額は、百万円単位未満を切り捨てて表示しております。
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